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　　　　　1　水島工業地帯の現状
　水島工業地帯は岡山県倉敷市の高梁川河口の海面を埋立て造成した臨海工＝
業基地で，造成した面積は770万坪，計画中の未造成面積は’516万4，000坪
で，造成済みと未造成を合計した全体の面積は1，286万4，000坪である。そ
してこのうち誘致企業の立地決定面積は782万3，000坪で，立地未決定面積
は504万1，000坪である。また立地決定面積のうちで既に操業を開始したも
のは376万坪である。水島工業地帯は高梁川を挾んで東西に広っているが，
高梁川以東の地区については立地を完了したので，今後用地造成及び企業誘
致を要するのは高梁川以西の玉島地区（E地区）である。
　現在までの立地企業は74社83事業所で，その主なものは自動車　（三菱重
二1［1），石油精製（三菱石油，日本鉱業），石油化学　（三菱化成，旭化成，EI本
瓦斯化学），鉄鋼（川崎製鉄，東京製鉄），電力（中国電力），食晶　（日本．
興油，三菱商事）等である。
　工業用地の現況と将来計画並びに立地企業の一覧表を，昭和44年6月岡山
県商工部作成の「水島臨海工業地帯の現状」によって示すと次のとおりであ
る。
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水島臨海工業地帯工業用地の現況と将来計画
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　水島工業地帯のエ業出7i｝f額は，下の表に示すように昭和35年の369億円か
ら43年には3，615億円に増加した。このような水島工業地帯の発展によって，
岡i⊥1県南新産業都市の工業出荷額は昭和43年度8，108億円となり，他の新産
業都市の昭和43年度の出荷額，道央5，200億「9，八戸799億円，秋田湾760億
F’U，仙台湾2，ユ93億円，常盤・郡1⊥【L9761意iq，新潟2，295億円，松本・諏訪
2，790億F］，富山・高岡3，807億円，中海1，151億円，　徳島1，580億円，東
予3，550億円，大分1，482億円，．日向・延岡901億円，不知火・有海・大牟田、
2，650億円　（資料出所，経企庁総合開発局，昭和44年8月発表「新産都，工特地区の現
況」）と比較すると，その圧倒的優位性が著しい。
　　　　　　　　岡山県地域別製品出荷額推移　　　　（単位全国億円　県百万P」）
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　資料　工業統計調査
　水島コ〔業地帯は，戦時中に三菱璽工業の舶倥機工場建設のために造成ざ
れ，戦後は特に昭和28年頃から再び海面の埋立と港湾の凌藻による臨海工業
地帯としての造成が積極的に行なわれている。
　水島工業地帯は，昭和16年4月26日に三菱重工業株式会社名古屋航空機製、
作所岡山工場の設置が決定したことによって，その造成が開始され，現在も
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なお高梁川西側の玉島（E）地区で，海面の埋立が行なわれているのである
が，本稿では，当初三菱重工の水島航空機製作所の専用鉄道として建設され
た水島鉄道が，終戦後，三菱重工の手から離れ，新たに設立された水島工業
都市開発株式会社（以下工都会社と略称する）によって，地方鉄道として経
営きれ，その後経営不振により倉敷市に質粗きれ，市営鉄道として運営され
て来たが，昭和45年4月1日から再び民営の臨海鉄道として経営されること
になった経過を通じて，臨海鉄道としての水島鉄道が水島臨海工：業地帯の生
成と発展に如何なる役割を演じてきたかを明らかにしたい。
2　専用鉄道としての水島鉄道
　日支壌変後の園際状勢から，わが国は軍事力を増強するために，急速に無
声工業を発展させねばならなかったが，特に海軍は航空兵力の増強に重点を
おき，瀬戸内海沿岸の適地に．飛行場，飛行機工場をはじめとする聯合艦隊
の新しい補給基地を建設する必要にせまられていた。そして当時海軍御用の
最大の航空機メーカーであった三菱重工は，航空機生産の根拠地であった名
古屋工場の能力が限界に達し拡充の余地がなかったのと，工場分散の必要
上，名古屋から比較的近い地域に工場適地を求めた。この海軍と三菱重工の
要求と，当時の軍需工業の興隆を利用して急速に工業化を達成しようとした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
澗山県の工場誘致の努力が結び付いて，三菱重工の水島進出が実現した。
　三菱重工：業株式会社名古屋航空機製作所岡山工場は，昭和16年4月26日
に，岡山県浅口郡連島町と児島郡福田村に跨る旧東高梁川河口の海面一帯を
埋立造成して工場を建設し，旧東高梁川廃川地に厚生施設を建設するこ．とに
決定したのであるが，連島町・福田村は国鉄山陽線倉敷駅の南方約十粁の地
点にあり，倉敷からは，当時侮ら交通機関がなかったから，建設用資材，’生
産用資材，従業員の輸送のために鉄道の敷設が絶対に必要で且つ急速に完成
（1）三菱重工誘致の経緯については拙稿，　「水島工業地帯生成発展過程の研究（上）」
　　岡大産研報告書第4集M2－166頁参照のこと。
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させねばならなかった。
　当時地元では，倉敷市を起点とし浅口郡連島町経由児島郡福田村及び三野
町，琴浦町を経て国鉄宇野線宇野駅に連絡する南備鉄道建設の計画が既にあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）り，昭和15年8月3日に免許申請警が，鉄道大臣に提出きれていた。しかし
戦時下の資材不足から，この南備鉄道の着工認可は困難であったので，結局
三菱重工が，国鉄禽敷駅から連島町・福田村の同社工場迄の間を専用線とし
て敷設することになり，昭和17年2月3日に鉄道大臣宛専用鉄道敷設免許方
申請を行ない，昭和17年9月17日に免許された。倉敷・水島問の鉄道は三菱
重工の専用鉄道として敷設されたが，専用鉄道の運転は，国鉄の車輌と職員
によって行なわれたのである。要するに三菱重工は鉄道用地を購入しレール
を敷設した’だけであった。
　戦時中に国鉄倉敷駅から連島町・福田村の三菱の工場まで鉄道が敷設さ
れ，そして埋立によって造成された工場用地と在来海岸堤防との間に，資材
陸揚げのために三菱重工の専用港として，幅員200米の泊地と延長320米，
水深3米の物揚場及び護岸からなる水島港が築造された結果，従来の廃川地
と遠浅海岸が，専用鉄道と水深3米ではあるが専用港を持つ工業地帯となっ
たのである。
　戦時中に埋立造成された工場敷地及び附属飛行場敷地は約77万8，000坪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
で，廃川地に建設された厚生地帯の敷地は約7S万坪であった。
　専用鉄道の予測平面図を示すとつぎのとおりである。
（2）専用鉄道敷設の経緯と経過並びに南備鉄道との関係については前掲拙稿（上）エ93
　　－203頁参照のこと。
（3）三菱重工の厚生施設の内容については前掲拙稿（上）205－210頁参照のこと。
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専用鉄道平面図
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3　水島工業都市開発株式会社による鉄道経営
　　（1）水島工業都市開発株式会社設立の経緯
　倉敷と水島を結ぶ水鳥鉄道は；戦時申に，三菱軍工の専用鉄道として敷設
きれたが，その実態は，全国各地から送られてくる建設資材，生産資材と，
岡山・金光等の旅館に宿泊していた徴用工，女子挺進隊員を，国鉄の職員
が，国鉄の車輌を専用線に乗り入れて輸送するものであった。
　戦時中に三菱重工は，車輔の新造，国鉄所有車輔の払下げ，並びに私鉄所
有車輌の相互融通等に努力したが，結局昭和！8郁10月11日に謄振縦貫鉄道か
ら機関車1輌を，昭和19年10月27日に出石鉄道から機関車1輔を，昭和18年
8月23日に南部鉄道から3等客車6靹を，昭和19年2月に国鉄からガソリン
（1）
動車を譲り受けたに過ぎなかった。　2輔の機関車は貨車入替用に使用した
が，他の車輌は使用にたえず，前述のように国鉄の車輌に全面的に依存して
いた。しかし終戦により国鉄車輔の専用線への乗り入れが行なわれなくな
ったので，三菱重工は工場従業員の輸送を行なうには，三菱重工の職員と車
輌でこれに当らねばならなくなった。ところが終戦によって三菱重工：が直面
した問題は従業員輸送よりむしろ専用鉄道の運営そのものであった。
　終戦直前の空襲により，海面の埋立地に建設されていた三菱重工の航空機
工場は大破し，終戦によって生産は停止した。ところが，旧東高梁川廃川地
に建設されていた約14棟の工員寮，約4，000戸の職員社宅，青年学校，病院
等の厚生施設や，専用鉄道は無傷で残った。
　終戦によって工場が直面した問題は，従業員の大量整理を行なっても尚残
留する者をかかえて，何を生産して喰いつないで行くかと言う事と，無傷で
残った彪大な厚生施設の管理をどうするかと言う事であった。
　第1の生産再關については，昭和2Q年！1月15日に，三菱重工業株式会社水
（1）昭和23年5月20日に工都会社が運輸大臣に提出した「車輔二関スル調書」による。
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島機器製作所として再発足レ，手持の航空機用材料を使って，鍋，釜から占
領軍ロッカー等を製作して，当面をしのぎながら，後に三輪トラックの専門
工場に転換し，現在では自動車製作所として，三菱重工の自動車部門では最
も業績を挙げるまでに再生した。
　第2の厚生施設の管理間題は，従業員の生活のために細々と生産を続けて
いる工場にとっては，手に負えることではなかった。
　三菱重工では水島航空機製作所建設の当初から，水島の立地条件の調査並
びに工場建設の施工監督を担当した三菱地所に水島の厚生施設の管理を依頼
することになり，昭和21年4月30日に，三菱重二〔業株式会社水島機器製作所
長荘田泰蔵と三i菱地所株式会社取締役社長平井澄との聞に　「水島機器製作所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
工場及厚生施設関係土地建物等管理委託二係ル契約書」がとりかわされた。
　水島機器製作所の生産再開については，ロッカーを発注する等によって協
力的態度を示した占領軍は，三菱地所による水島の厚生施設の管理運営に対
しては，承認を与えなかった。岡山軍政部との折衝によって，占領軍の方針
が明らかになったために，厚生施設の管理運営に当る別会社を設立すること
になった。
　三菱地所は，同社を退職していた建築技師の吉本与志雄をこの管理運営に
当る新会社設立準備の実行委員長にし，昭和21年2月26日に大蔵省国有財産
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
部へ，新会社設立に関する「御願書」及び「水島工業都市開発株式会社設立
　　（4）
趣意書」を提出した。
　水島における主i菱重工の厚生施設の管理運営に当る新会社の設立につい
て，大蔵省国有財産部へ「御願書」を提出したのは，この厚生施設が，国有
財産となっていたからである。
　水島航空機製作所の工場及び附属飛行場の用地は，当初から海軍の予算に
（2）契約書の内容については前掲拙稿（上）214－216頁参照のこと。
（3）御願書の内容につ，いては前掲拙稿（上）234－235頁参照のこと。
（4）趣意書の内容については前掲拙稿（上）235－237頁参照のこと。
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よって，海面の埋立を行なって造成された。これについては，海軍が建設し
三菱重工に貸与すると言う形がとられ，昭和17年8月26EIに，海軍大臣から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
三菱重工業株式会社取締役社長宛に，　「海軍用航空兵器製造設備貸付命令」
が出ていた。また埋立造成の工事は岡山県が海軍の委託を受け，昭和16年8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
月ユ日に，海軍省経理局長武井大助と岡山県知事横溝朝暉との聞に契約轡を
とりかわして，施行した。
　従って，工場及び附属飛行場の用地は，当初から国有財産であった。
　しかし工：場の建物の建設と厚生施設の用地の取得，造成及び建物の建設は
三菱重工業の資金で行なわれ，工場は昭和18年4月1Elに操業を開始し，昭
和19年2月11日に第1号機が完成し，工場の附属飛行場から発進した。
　工場の建物と厚生施設は，三菱重工の資金によって建設されたものである
から，その所有権は三菱重工業に帰属する筈であるが，戦争末期に，工場の
建物及び厚生施設の建設資金として国家資金が投入されることになり，昭和
20年5月20臼に，軍需大臣から三菱重工業株式会社取締役社長に対し　「海軍
　　　　　　　　　　　（7）
用航空兵器製造設備建設命令」が出た。勿論この時点では，工場建物及び厚
生施設の建設はほぼ完成しており，既に工場は分散疎開を始めていたから，
水島航空機製作所としてはことさら，工場建物及び厚生施設の建設資金を軍
需省から調達する必要はなかったと言えるが，陸海軍御用の最大の兵器メー
カーであった三菱重工業としては，金社的な資金繰りから，この「設備建設
命令」の発令を必要としたもめと考えられる。
　このように実際には三菱重工業の資金で建設されていた工場建物と厚生施
設に対して，軍需省から助成金が投入されることになったのであるが，現実
にはこの助成金が支給きれないままに終戦となった。　この助成金が支給され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
たのは，終戦後の昭和21年5月31日であり，それは「政府特殊借入金証書」
（5）設備貸付命令の内容については前掲拙稿（上）169一工70頁参照のこと。
（6）契約書の内容については前掲拙稿（上）175－！81頁参照のこと。
（7）設備建設命令の内容についセは前掲拙稿（上）187－188頁参照のこと。
（8）昭和27年新三菱重工業株式会社作成「水島製作所工場沿革」並びに昭和24年8月3〔）
　　　　　　　　　　　　　　　一31一
　150
と言う交付公債であった。この交付公債による助成金の支給は，終戦後戦時
補償が認められた時に，三菱重工業が，建設工事費の未決済額の補償を申請
．し，これが認められて支給されたものと考えられる。
　昭和20年5月20日に「設備建設命令」が出たことによって，形式的には国
有財産と見倣されていたのであったが，昭和2！年5月31日に助成金が支給さ
：れたので，実質的にも，支給の翌日から工場の建物と厚生施設は国有財産と
言うこどになったのである。
　三菱財閥傘下の企業が，水島の厚生施設の管理運営に当ることを，占領軍
が許可・しないため，管理運営の新会社を設立することになり，昭和21年2月
26日に・大蔵省国有財産部へ「御願書」を提出し，この新会社の設立を見越し
て，厚生施設の当面の管理を三菱重工から三菱地所へ移管するために，昭和
21年4月30日に，重工と地所の間で，前述の「水島機器製作所工場及ビ厚生
施設関係土地建物等管理委託二言ル契約書」がとりかわきれたのである。　こ
れは同契約書第1条に　「本管理委託契約二障ムル甲乙ノ権利義務ハ将来水島
ユ：業都市開発株式会社（以下丙ト称ス）設立ノ上国即時同社ヲシテ之ヲ継承
セシムルモノトス」と規定してあることによっても，明らかである。
　国有財産の管理運営は本来国が自ら行なうべきものであるが，社宅約4，000
戸，工員寮約14棟，その他の施設を直接管理することは，当時現地に出先機
関すら持たなかった大蔵省には：不可能であった。
　国は，国有財産である厚生施設を薪設の工寵会社に一時使用させると言う
形で，不動産の委託管理を認めたのである。昭和22年10月8日に広島財務局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
長は，工都会社の代表取締役に対し「雑種財産一時使用認可のこと」　と題す
る通知書を出した。
　このような経緯で，水島の厚生施設は国有財産となったのであるが，戦時
　　日に三菱重工業株式会社が持株整理委員会に提出した「事業設備認可申請書」によ
　　る。
（9）通知書の内容については前掲拙稿（上）249－252頁参照のこと。
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中の設備建設命令に伴なう工事費の精算代金として，昭和2！年5月31日に交
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（zo）
付公債で支給された助成金に対し，税率10％00の戦時補償牛寺別税が課税され
たために，助成金として支給を受けた交付公債を，三菱重工は全額国庫に納
入した。
　実際には三i菱重工の資金で建設したものでありながら，戦争末期に軍需大
信から設備建設命令が出て，助成金が支給されることになった結果，国有財
産となり，戦後に支給された助成金は税金として全額国庫に徴収された三菱
重工は，これらの施設が困有財薦として取扱われることに納得せず，はやく
から，無償：譲渡を申請していたが，これが認められて，昭和24年4月20F1
に，広島財務局長高橋衛と三菱重工業株式会社取締役社長岡野保次郎との問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IL）
に「戦時補償特別措置法語60条に基く普通財産譲渡契約書」がとりかわされ
た。
　大蔵省が，国有財産である水島の厚生施設の管理運営を，皿盛会社に委託
することを認めたのは，当時の大蔵省に，水島の鷹大な厚生施設を面接管理
運営する能力がなかったことにもよるが，三菱重工が厚生施設の無償譲渡を
掬請しており，それが認可される見通しがあったためと考えられる。
　要するに終戦後形式的には，国有財産であると見倣されてはいたが，実質
的には三菱重工の資金で建設されていた彪大な厚生施設の管理が，手持材料
の喰潰しで辛うじて生産を続ける三菱重工にとって負担となり，三菱地所に
管理を委託しようとしたが，占領軍の許可が得られぬため，寮，社宅，水
道，専用鉄道等の管理に当たる水島工業都市開発株式会社を設立したのであ
る。
　工都会社は昭和22年4月9日に設立されたが，三菱財閥傘下の企業が，厚
生施設の管理に当たることを占領軍が認めなかったために別会社として設立
（lO）昭和27年新三菱重工業株式会社作成「水島製作所工場沿革」による。なお戦時補償
　　特別税については前掲拙稿（上）227－228頁参照のこと。
〈ll）契約書の内容については前掲拙稿（上）223－224頁参照のこと。
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された企業であるから，同社は，三菱重工からも三菱地所からも資金を調達
することができず，水島航空機製作所の建設工事を担当した大林組と竹中工
務店及び地元岡山の有力者の出資によって，資本金300万円で発足した。
　終戦直後の三菱重工の水島航空機製作所にとっては，，従業員を極力整理し
て帰郷させ，残った従業員の生活の手段を参じなければならなかったから，
終戦当時3万人に達していた従業員に見合って建設されていた厚生施設や専
用鉄道を，会社から切り離なし身軽になる必要があった。このために工都会
社が設立されたのであるが，設立された工都会社の側では，国有財産となっ
ている厚生施設は前述の理由から三菱重工に，無償で譲渡される可能性があ
り，その場合はさらに工都会社が譲り受けて活用することを会社の事業目的
とし，政府から無償譲渡されるまでは，国有財産の一時使用を認めて貴らう
と言う形をとったものと考えられる。
　これは，前述の工都会社の設：立趣意書の中に「目下三菱重工業会社ト帝国
政府トノ間ニハ諸施設二関スル補償問題二対シ折衝中ナルモ之レが解決出隅
尚相当ノ時日ヲ要スルモノノ如シ。右補償問題解決ノ上ハ新会社二肩替ノ方
法ヲ取り開発ノ予定ナリ」と記載されており，また前述の「水島機器製作所
工場及厚生施設関係土地建物等管理委託二障ル契約書」の第2条に「管理目
的物が政府肩野江ヨリ国有財産二コ入サレタル後ト雄モ丙　（引用者註工期会
社）ノ会社設立前ナルトキハ甲（引用者註三菱重工）ハ之レが貸下申請ノ手
続ヲ為シ乙（引用者註三菱地所）ヲシテ引続キ管理二当ラシムベキモノトシ
乙ハ善良ナル管理者．ノ注意ヲ以テ管理二当ルハモトヨリ右管理二際シ将来発
生スルコトアルベキ危険二対シ甲が官二対シ負フベキ総テノ責二任スベキモ
ノトス但シ丙ノ会社設立ノ上聞丙ヲシテ之レが貸下ケ又ハ払下ケ申請ノ手続
ヲ為サシムベキモノトス」と記載されており，そしてさらに，昭和22年10月
8日に広島財務局長が，工都会社の代表取締役に与えた前述の　「雑種財産一
時使用認可のこと」と題する通知書の第5項，使用条件の第14号に，「本施
設については特に三菱：亟工業株式会社より，戦時補償特別措置法第60条の譲
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渡申請中であるので若し政府に於いてこれを認可したときは，その認可の日
を以て本一時使用認可は取消をする。」と記載されていることから，明らかで
ある。
　工都会社は，国有財産となっていた三菱重工の厚生施設の一lf寺使用により，
きらに将来は無償譲渡されることを期待して，会社の社名の示すように，水
島を工業都市として開発することを，会社の事業目的としたのである。
　工都会社の設立趣意書には次のように記載されている。
　　「我等ハ二二新二民主主義的新会社ヲ設立シテ右ノ諸施設ヲ良好ナル状態二於テ管理
　運営スルト三二広ク各地ヨリ罹災セル民需物資製造ノ中小工業者及其属スル職工ヲ誘致
　シ既存ノ諸施設ヲ最モ有効適切二利用活用シテ罹災者救済ヲ第一義トナシ尚進ンデハ此
　ノ地ヲ民需工業都市二．育成シ他都市ノ復興民需生産等（建築用諸工具，鉄線，釘，ペイ
　ント，電気器具，農具其他生活必需品等）ヲ成シ得テ国民ノ福利増進ト地区ノ繁栄ヲ期
　セントス。
　　其具体的方法ヲ略述セバ左ノ如シ。
　　第1事業ノ内容
　〔1）残存工場ヲー部タリトモ可及的速カニ補修シ誘致工場主二使用セシメ遂次生産ノ新
　　発足ヲ助長ス
　（2）住宅街ハ工場社員及工員ノ宿舎二充当シ以テ住宅難解決ノー助トス。
　⑧　市場浴場等ノ福利施設拡充利用尚病院，映画館等ノ新設。
　（4）港湾及鉄道引込線等ヲ利用シテ運輸ノ円滑ヲ計ル。
　（5）私設水道ノ管理運営，学校経営ノ援助，電燈会社，瓦斯会社ノ施設改善援助。
　（6）地元海面埋立干拓弓1：業ヲナシ農耕地及塩田ヲ造成シ他方農業ノ指導工具肥料等ノ斡
　　旋援助。
　（7）土木建築等ノ設計及請負。
　以上ノ」下業ヲ総合的二・運営ノ実ヲ挙ゲ理想的工業都市ノ開発ヲ企図セントス」
　会社の設立趣意書は宣伝のための作文であるから，如何にも考えつくもの
を網羅的に羅列した感を与えるが，昭和22年10月8日に広島財務局長が工都
会社の代表取締役に与えた　「雑種財産一時使用認可のこと」と題する通知書
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の第5項，使用条件の第8号には，　「本施設の使用は残存工場に対し申小工
場主を誘致しその利用を計るを目的とし右目的達成のための管理補修及厚生
施設の利用を認めたのであるからその目的に反した貸下斡旋及使用は出来な
し，・］と記載されているので，中小工場の誘致による工業都市の開発が真剣に
考えられていたとみてよい。
　　②　地方鉄道としての水島鉄道
　水島鉄道は元来三菱璽コ：1の専用鉄道として偲可きれたものであるから，三
菱の従業員以外の一般旅客の輸送は許されるものではない。　ところが，戦時
中水島（旧東高梁川廃川地）に建設された三菱の約4，000戸の社宅とユ4棟の
工員寮には，終戦直後に多数の引揚者，戦災者が入居した。当時倉敷と水島
を結ぶ有力な交通機関は水島鉄道のみであったから，三菱と関係のない水島
の一般住民も当然水島鉄道を利用しようとした。
　1日三菱重工の厚生施設の管理会社として設立された工都会社が，水島鉄道
の経営に当ることになったが，終戦前3万酔余に達していた三菱重工の従業
員は，終戦後は約1，500名前後に激減したから，これらの従業員のみの輸送
によって，水島鉄道の経営から，収益を挙げることは困難である。そこで旧
都会社は，水島鉄道を採算のとれる鉄道事業として経営するためと，水島の
一般住民の鉄道利用の要望に応じるため，昭和22年12月25日に地方鉄道敷設
免許申請を行ない，23年6月22日に免許を受けた。
　地方鉄道としての免許を得た国都会社は，専用鉄道時代の岡山工場駅を水
島駅と改称し，新たに申聞駅をいくつか増設し，国欽から蒸気機関車2輌，
貨車6輔の払下げを受け，八幡製鉄所から機関車をイ習1り入れ，水島駅から水
島港に至る閲を臨港側線として延長し“貨物取扱及び水島・多度津間の定期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工）
船の旅客の便宜をはかるため水島港停車場を設置した。
　倉敷と水島を結ぶ交通機関は，水島の商店街・住宅街　（旧三菱社宅街）を
（1）地方鉄道として発足当時の車輌等については拙著「倉敷市交通局史」29頁及び35頁
　　参照のこと。
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挾んで，東側を水島鉄道が，西側を昌昌バスが南北に走行していたが，些些
バス及び倉敷急行バスの2社が，水島中心街を経由する倉敷・水島聞のバス
運行を計画したので，これが実現すれば，水島鉄道はその死命を制せられる
ため，企業防衛上水島鉄道の保護機関とすべく，一般乗合旅客自動車運送事
業経営の免許を申請し，昭和25年ll月6Eiに運翰大［ttから免許を受けた。
　団平会社はPt水島鉄道の運営のみならず，新規開業のバス事業，旧三菱重
工の寮，社宅の賃貸借，港湾荷役，水島港の管理等の多角経営を行なったが，
　　　　　　　　（2）
各年度の営業報告書から観察すると業績は：不振であった。工都会社の主要な
事業活動である鉄道事業部門の業績について，工都会社は，昭和26年2月9
1ヨに岡山県知箏ダ潟こ提出した　「那業税の：外形標準課税の適用除外に関する
件」と題する陳情書の中につぎのように述べている。
　「（前略）資金の借入及びその仙一般運転資金の借入増資計画の遂行等の為には企業全
　体として赤字でないこと特に鉄道事業が好成績であることを社外に示しその信用を獲得
　することが絶対に必要であります。
　　当社の第7期（自昭和25年4月！日至昭和25年9月30ED決算は既に申告致しました
　通り224，000円余りの利益金を計上しその内鉄道利益金234，000円余と計算して居るので
　ありますが，之は前記の理由により有形無形の固定資産の減価償却を実施せず且つ鉄道
　損益については特に一般管理費の割下を450，000円余を軽減し他の事業に負担せしめて
　いるのであります。従って之を実際に1計算致しますと鉄道は約250，000円の赤字であり
　企体としては利益金がないこととなります。　（後略）」
　このように二［：都会社の業績は不振であった。特に第10期　（自昭和26庫10月
ユ日至昭和2フ年3月3！日）には，226万5，765円68銭と言う大きな赤字を出
した。
　しかも水島鉄道とともに工都会社の主要な営業部門であった土地建物事業
と水道那業はそれ等の施設が，もともと二i：1都会社の所有財産ではなかったの
で，戦後処理の進展によって工都会社の手から離れることになった。工都会
（2）工都会社の各年度の営業報告τ1美：については拙稿「水島工業地帯生成発展過程の研究
　　　（下）」岡大産研報告書第5集56頁を参照のこと。
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社が管理してし）た旧三菱重工の厚生施設は，前述のように終戦直前の昭和20
年5月20日に「海軍用航空兵器製造設備建設命令」　が出て，終戦後の昭和21
年5月31日にこの設備建設命令に基く助成金が政府特殊借入金証書によって
支給されたために国有財産となり，工都会社はこの国有財産となった旧三菱
重工の厚生施設について，昭和22年ユQ月8Elに，園から「雑種財産一時使用
認可」を受けて，これを入居者に賃貸していたのであるが，助成金として支
給された政府特殊借入金証書に対し100／loOの戦時補償特別税が課せられたた
め三菱重コ：二は国に対し厚生施設の無償譲渡をlll矯青し，昭和24年4月20日に，
「戦時補償特別措置法第60条に基く普通財産譲渡契約」によって，無償譲渡
を受けた。厚生施設が再び三菱重工の所有財産となったので，工都会社は三
菱重工から，これを借り受け入居者に賃貸することになるのであるが，三菱
重工は無償譲渡を受けた厚生施設のうち，三菱重工で使用又は売却する部分
を除き他はすべて，戦時補償特別税として国に物納したのである。物納の手
続は昭和27年4月1日までに東京都前町税務署に対して行なわれた。物納
物件は，水島地区の土地30万3，486坪，建物5万1，317坪，矢柄地区の土地
　　　　　　　　　　　　　　　（3）
1万5，48！坪，建物2，239坪であった。　こうして工都会社が管理していた土
地建物は一部分は三菱重工が直接使用し或は売却し，他は永久的な国有財麓
となった。厚生施設のうち再び国有財産となった部分についでは，大蔵省が
直接管理することになり，入居者に対する払下げを積極的に行ない今日に及
んでいる。そして水道施設は三菱重工から南部上水道組合に譲渡された。
　このような経過を辿って，結局工都会社が管理する物件は三菱重工の所有
財産である水島鉄道のみとなったのである。工都会社は他人所有の鉄道施設
を借り受け，これによって地方鉄道の免許を受けて経営を行なっていたわけ
であるが，この鉄道事業の業績が前述のように不振であっては会社経営を継
続することは困難であった。
（3）厚生施設の物納の理由については前掲拙稿（上）226：頁参照のこと。
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　工臨会社は水島鉄道を防衛するために，昭和25年12月12Elから倉敷・水島
問の一般乗合旅客自動車運送業を2輔のバスで開始した。工都会社の自動車
事業部門は第8期（昭和25年10月1日至昭和26年3月31日）の営業開始以
来，15万903円Ol銭，40万8，550円48銭t’63万9，007円63銭と毎期順調に純
　　　　（4）
益を挙げた。ところが，鉄道：∫∫喋部門は前述のように業績不振で第9期には
86万9．377円28銭　第10期は299万8，514円89銭の赤宇を1［：1した。即ち鉄道
事業は僅か2輔のバスで営業されていた自動車事業に大刀打ち出来なかった
のである。そして毎期必ず純益を挙げていた土地建物事業，水道事業が工都
会社の手から離れることになると，　もはや工面会社にとっては経営の継続は
：不可能であった。
　水島を工業都市として開発するには，＝〔業地帯となり得るための基盤を整
備しなければならない。それ1とは水島港を改修し荷役設備を整備し更に何よ
りも鉄道を整備しその運賃を引き下げねばならない。水島工業都市開発株式
会社のためには，水島工業地帯の発展が必要条件であり，また水島工業地帯
の発展のためには，工都会社の事業内容である鉄道事棄と港湾事業の活濃な
活動が必要条件であった。要するに水島が一応の工業地帯となるまで，乱訴
会社が工業地帯としての基盤を整備しなければならないのであるが，この会
社が行なう投資は水島が工業地帯となるために必要なものであり，またその
投資は水島が工業地帯となることによって，充分収益をともなって回収きれ
得るものであっても，前述のような営業状態から会社には先行投資を行なう
資力はなかったのである。
4　市営鉄道としての水島鉄道
　　（1）倉敷市による工都会社の買収
　南都会社のドル箱であった土地・建物唄業部門と水道事業部門は会社の手
から離れ，鉄道事業部門の業績は決算毎に赤字が大きくなって行った。
（4）工都会社のバス事業については前掲拙著15－17頁参照のこと。
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しかし自動車事業部門の業績は順調に向上しており，また水島が工業地帯と
して発展すれば立地企業の製品出荷，従業員の通勤による輸送需要の増大は
将来期待されたから，工都会社は資金投下によって当面の危機を乗り・切り将
来の増収のための先行投資を行なうべく資金調達に努力し，岡山県及び倉敷
市に出資を求めた。
　工専会社が資金調達に懸命の努力を払っていた階和26年は水島への国策バ
ルブ誘致が失敗した葎であった。水島開発に全力を投じた岡山県知事三木行
治が県知事に就任したのは昭和26年5月4EIで，昭和26年から昭和27隼にか・
けては，知事の三木はまだ水島開発を本格的に取り上げてはいなかった。戦
後の岡山県による水島再開発のスタートとなったi日三菱重工工場用地の一部：
29万4，542坪の国から県への払下げは昭和27年9月15日であり，三木が始め・
て三菱石油に当時の取締役社長竹内俊一をたずねて水島進出を勧誘したの
は，昭和28年1月であって，また水島への工揚誘致の第1号となったピーエ．
ス・コンクリートと県との誘致覚書調印は，昭和28年10月3日であった。岡
山県が水島開発に本格的に取り組むまでは，水島開発を推進したのは倉敷面
であった：。
　倉敷市と隣接の福田町，連島町，西阿知町は，昭和21年12月4臼に水島港’
湾改修期成同盟会を結成した。初代会長には倉敷レイヨン株式会社取締役社
長の大原総一郎が就任し，副献詠に倉敷市艮の金子藤一郎と工都会社の取締
役社長の吉本与志雄が就任したが，禽敷レイヨン出身の高橋勇雄が倉敷市罠．
になってからは，倉敷市長が会1ミに就任した。水島港湾改修期成同盟会は，
水島港を将来外航船の入港可能な港湾とするための足掛りとして当面国費支
弁港に指定して貰らう陳情の機関とすべく設立したものであった。期成同盟一
会の努力は実を結び昭和22年12月26日に水島港は，運輸省から乙号港湾に指・
定された。
　水島港が運輸大臣から指定港湾に指定されて以来岡山県は水島港の改修に
　　　　（1）
努力してきた。　しかしこれは機帆船を対象とする商港としての改修工事であ
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って，水島鉄道は，この改修工事によって水島港に出入する機帆船と結び付
くことが出来たにすぎない。
　水島港湾改修期成同盟会が作成した昭和24年1月から「12月目でに水島港で’
　　　　　　　　　　（2）
遭難した船舶の「明細苫」によると，水深が浅いため多数の機帆船が坐礁レ
ており，12月10Eiには樫か16トンの機帆船が坐礁沈没している。
　昭和26年12月20E［に1岡山県が作成した「水島港の概要」　によると，当時の・
水島港は，航路は延艮3，360米，巾員50～80米，水深4～8米で，泊地は面
積9万3，0QO平方米，水深1～5．5米，物揚場は延長320米，水深3米と言』
う貧弱なものであった。
　このように当時の水島は旧三菱重工の77万8，265坦Zに達する工場及び飛行’
場跡地が存在すると言うだけで，この旧三菱用地には入六六が耕作してお
り，港湾は水深が3米で天候の良い時でさえ僅か16トンの機帆船が坐礁する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　if
ようでは工場誘致は全く困難であったのである。
　工都会社は経営を継続するためには，水島鉄道の旅客と貨物を増加させね．
ばならない。このためには水島に工場を誘致しなければならなかった。工都
会社が会社存続のために懸命の努力を払っている時に国策パルプの誘致運動．
が起りそして失敗した。
　困策パルプの誘致運動は，同社の取締役副社長水野成夫と倉敷レイヨン株：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
式会社取締役社長大原総一一郎との接触によって始まった。昭和25年9月1日
に大原の連絡を受けた1岡LLI県の商工部長が上京し国策パルプの幹部に水島へ
の進出を懇請した。その後誘致運動は順調に進展し，昭和25年12月1Elには
水島立地が内定し，唱12月且日には同祉の幹部が工場設置の挨拶に県及び市を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
訪問した。　ところが国策パルプから県へ要望されていた！2項目に対して，地
（1）昭和22年度から27年度までの水島港改修工事については前掲拙稿（下）90－96頁
　　参照のこと。
（2）水島港遭難船舶明細書については前掲拙稿（上）254－5頁参照のこと。
（3）国策パルプの誘致運動の顛末については，前掲拙稿（下）41－54頁参照のこと。
（4）12項目については前掲拙稿（下）60－52：頁参照のこと。
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元漁民の反対運動，県知事選挙等のため，県が満足な圓答を提示しえなかっ
たため，三木行治が県町回に初当選した直後の昭和26年5月IO日に国策パル
プの取締役社長から上京した副知事に，水島進出を取消す旨の申入れがなさ
れたのである。
　こうして国策パルプの誘致が失敗したため，唱詠会社は将来に期待して赤
字経営を継続することはもはや不可能となった。そこで水島への工場誘致と
言う共通の目的を持つ岡山県と，愈敷市に対し，昭和26年8月末に先行投資
　　　　　　　　　　　　　（5）
のための出資を求めたのである。
　ところが，出資を求められた倉敷市は，国策パルプ誘致失敗の原因が，隣
接町の福田町の漁民の反対運動と，国策パルプからの申入12項目中の倉敷
市，福田町，連島町の合併が実現しなかった事にあるとみて，両町との合併
実現の布石とすべく，倉敷市と福田町・連島町を結ぶ水島鉄道を買収したの
　（6）
である。
　倉敷市と工都会社は昭禾1コ27年2月8日に営業譲渡に関する契約を結び，こ
の契約に基づいて，倉敷市は工都会社に対し営業譲渡金2，498万3，000　Fj，
鉄道譲渡代金延利息47万1，960円を支払い，さらに工都会社の債務のうち
1，632万870円を引継ぎ工都会社の従業員に対する退職金517万3，386円を支払
ったから，買収費の総額は4，694万9，216円となった。水島鉄道の粁程は約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
IO粁であるから，粁当り約470万円程度の買収価額に相当するのである。
　昭和27年3月3日に，水島工業都市開発株式会社取締役社長と倉敷市長か
ら運転大臣宛に「地方鉄道譲渡許可申請書」並びに「一般乗合旅客自動車運
送事業譲渡譲受認可申請書」が提出され，昭和2ワ年3月31日にそれぞれ認可
きれた。
　運輸大臣の認可を得たので昭和27年4月lHに，倉敷市交通局が発足し，
　　　　　　　　　　　　　タ（5）　「水島工業都市開発株式会社営業譲渡並に譲受理由書」による。
（6）倉敷市による工都会社の買収の顛末については前掲拙稿（下）55－76頁参照のこ
　　と。
（7）鴬業譲渡の契約書及び工都会社の清算報告書による。
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水島鉄道は市営鉄道として運営されることになった。
　　②　交通局にわける経営の合理化
　（？t）車輌の近代化　交通局発足の目的が，水島工業地帯造成のための基盤
の一つとして，鉄道を整備することにあったから，鉄道は貨物輸送に重点を
おき，旅客輸送は：主としてバスで行なう方針のもとにT工都会社時代からの
巨額の赤馬を解消すべく，経費を節約すること，車輔を近代化すること，及
び貨物を集めること，この三つを重点事項として取り上げた。
　交通局が工都会社から引継いだ車輔は，蒸気機関車3輔，客車8輌，貨車
12輔，内燃動車3輔，バス2輔にすぎなかった。　しかもこの蒸気機関車は，
エア・ブレーキが一般化していた時代でありながら，博物館にあるような前
時代的な英国製のスチーム・ブレーキの機関車であった。経費節約と車輌近
代化のために行なったのがディーゼル機関車の採用であった。
　画意を近代化する場合，まず博物館的蒸気機関車が直上にのせられたが，
燃料費の点から之を新しい蒸気機関車と取替えることは聞題にならなかっ
た。また附帯設備を必要とする電気機関車を購入して電化することは，僅か
10粁余の路線にとっては経済的に無意味な事であった。残された唯一の近代
化の方法はディーゼル化である。　ところが交通局が発足した昭和27年当時
は，本線用のディーゼル機関車はまだ普及していなかった。交通局が発足に
当って，経費の節約と車輌の近代化のためにディーゼル機関車を購入したこ
とが，昭和27年当時としては如何に革新的な意思決定であったかを明らかに
する必要から，当時のわが国のディーゼル機関車について多少述べておかな
ければならない。
　周知のようにディーゼル機関車には大別して，電気式，機械式，液休式の
3種類があぐ。電気式はディーゼル機関で発霞機を回わし，発電機の発生電
力を電動機に供給するもので，広い速度範囲にわたって高い効率が得られ，
負荷の変動に応じた速度制御はすべて自動的に行なわれるものであるが，機
関車として重量が重くなること，製作費が高く保守費もかさむ等の難点があ
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り，1，000馬力を越えぬと馬力当りの重量が重く割高になるので，交通局の
ように300馬力程度のエンジンが要求される場合には電気式は適当ではなか
った。国鉄として最初に本線用ディーゼル機関車を製作したのは昭和28年で，
それはDD50型と称した1，000馬力60トンの電気式ディーゼル機関車であっ
　（エ）
た。
　機械式は，機関→クラッチ→歯車変速機→減速歯車機→動輪と言う経路で
動力を動輪に伝えるもので，自動車の方式とほぼ同様である。この方法で
は，動力伝達の初期には，クラッチをたらせ乍ら動力を伝え，機関出力と動
輪吸収動力が釣り合う時期にクラッチ板を固定させるのであるが，このクラ
ッチがたっている間に摩擦熱が発生する為長時間クラッチを是らせると焼損
してしまう。そこで5㌧～10㌧樫度の入換用小型機関車にはこの方式を用い
ることが出来たが，本線用機関車のように後に重い列車を牽くとなると，ク
ラッチのたり時間を永くしないと列車は動かず，このためにクラッチは焼け
てしまい，更に後続列車から来るショックが機関を破損させることがある。
　このように機械式によるディーゼル機関車では，機関の動力が大きくなる
とそれを動輪に伝える方法に難点があった。現在では，ディーゼル機関を車
輌動力用に利用するには，　トルク・コンバーターを併用するのが常識となっ
ており，馬力においても500馬力～3，000馬力に及んでいるが，国鉄におい
ても本線用の大型液体式ディーゼル機関車DD51型が誕生したのは昭和37年　　（2）　，である。，　倉敷市交通局がデ6一ゼル機関車の採用を計画した昭和27年はトルク・コ
ンバーターが開発される以前で，本線用大型ディーゼル機関車は，価格が高
く重量の重い電気式であり，入換用の機械式ディーゼル機関車は本線用機関
車が要求する能力を備なえていない小馬力のものであった。
　倉敷市交通局が必要とした機関車は重量30トン，機関出力300馬力であっ
（1）日本国有鉄道編「最近10年の国鉄車輌」76頁。
（2）前掲「最：近IO年の国鉄車輌」84頁。
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たから，①300馬力高速ディーゼル機関の開発，②300馬力をこなす液体継
手又は液体変速機の開発と言う大問題を解決しなければならなかった。ディ
ーゼル機関としては大馬力のものは既に船舶用等には実用に供されていた
が，何れも低速回転1QOr．　p．　m．～500r。　p．　rn．（rev　per　min）のもので重量も
重く鉄道用としては利用出来なかった。これについては，従来から鉄道動車
用ディーゼルを製作していた大垣市の振興造機が300馬力1300r．　p．　m．ディ
ーゼルの開発を引き受けた。動力伝達方法については，川崎車輔が担当し，
液休継手を採用するか，液体変速機（トルク・コンバーター）を採用するかに
ついて検討した結果，完成期日の問題もあり，成功率の高い前者をとること
になった。
　液体継手方式は，機関→液体継手→歯車変速機・→減速歯車機→動輪と言う
経路で動力を動輪に伝えるもので，機械式のクラッチの代りに液体継手を用
いたものである。この方式は機関でポンプをまわし液体（油）に運動エネル
ギーを与え，変速機入力軸に取りつけたタービンを駆動するのであるが，機
関車発進時にはポンプを全力でまわしてもタービンは急には回転を始めず，
ために液休の流れは混乱して液温は上昇する。然し液体の熱容量は金属に比
して数百倍も大きいので，機械式のクラッチのように温度は急激には上ら
ず，更にこの液体を，外部に設けたラヂエーターとの間を循環させて冷却す
ることができる。　このためこの方式であれば二百馬力の機関車に利用するこ
とが可能となった。
　こうして，昭和28年に交通局は本線用の液体式ディーゼル機関車を購入し
　　　　（3）
たのである。
　全国にさきがけたディーゼル機関車の採用によって，燃料費が著しく減少
した。昭和27年から32年までの蒸気機関車，内燃機関車の逓出費比較表を示
すと次のとおりである。
（3）水島鉄道におけるディーゼル機関：車の採用については前掲拙著29－35：頁参照のこ
　　と。
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蒸気機関車内燃機関車運転費比較表
??
?????
輸　送
トン数
使　　用
機盟車怖
気蒸
A トンキロ当り
内燃
　　B蒸気機関車
網蒸飯網人件費騨
　　c
内燃機関車
ios，g“盾?T］　3
　　　i
155，9741　3
188，307i　3
19S，6061　2
：1郡
1千円濃II　，154＞
ll　1，344
21　s69
3U，002
人件費塗料費
　　1、，諺f、。f、。i，，乱，麗
ilLi’lll　illi，lg±l／　1・llill　ll・lii
　　　　　　　　　　　s
l：器：：：；：信：：：1、1：li：信：1：：
，206
n　o，341　o．7s：14，0201　3，764
千円
349
500
619
634
822
1，002
人欄節約額
　二FPj　　千円
　8241　5，204
iliik　il！igi
l轟：：：：二｝
，206P14，576
A：輸送トン数による燃料費及び人件費の実績
B：翰送トン数を蒸気機関車のみで輸送したと仮定した場合の燃料費及び人件費
C：輸送トン数を内燃機関車のみで輸送したと仮定した場合の燃料費及び人件費
　蒸気機関は熱効率が極端に悪く6パーセントにすぎないが，ディーゼル機
関は熱効率が高く30パーセント程度に達するから，燃料費の節約に著しい効
果をあげるばかりでなく倉敷市交通局の場合ディーゼル機関車の乗務員は1
名であるので人件費の節約にも貢献したわけである。
　上掲の運転費比較表によると，昭和27年の場合使用機関車は蒸気機関車の
みで，10万5，902トンを輸送するのに燃料費503万1，0001＝9を要したのであ
るが，　これを仮りにディーゼル機関車のみで輸送したと仮定すればその燃料
費は34万9，℃00円と見積られるのであって，燃料費のみでの節約額は468万
2，000円であり，人件費も考慮すれば520万4，000円に達するのである。交通
局の昭和27年の営業成績は後に述べるように，鉄道事業純損益が647万4，664
円の純損失であるから，ディーゼル機関車を採用した場合に予測される節約
額520万4，000円の意義は極めて大きい。
　次に全使用機関車が内燃機関車となった昭和32年は輸送トン数30万4，24．1
トンでこの輸送に要した燃料費は］．OO万2，000円であって，昭和27年の輸送
　　　　　　　　　　　　　　　　一46一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地城開発と鉄道経鴬（工）　165
トン数10万5，902トン燃料費503万1，000円と比較すると，輸送トン数は約
3倍に増加しておりながら燃料費は約％に減少している。之を反映してトン
キロ当りの燃料費は，昭和27年の4円90銭が昭和32年には34銭に減少してい
る。また昭和32年の輸送トン数を仮りにすべて蒸気機関車のみで輸送したと
仮定すればその燃料費は1，402万円と見積られ，燃料費の節約額は1，301万
8，000円に及び更に人件費をも考慮すれば節約額は1，457万6，000円に達する
のである。
　このようにディーゼル機関車の採用は燃料費，人件費等の運転費の極めて
著しい減少をもたらレたから，破算に瀕していた水島鉄道の危機をディーゼ
ル機関車が救ったと霞っても決して過言ではない。
　（ロ）貨物の誘致　交通周発足に際して取り上げた三つの重点事項の一つで
ある貨物誘致については，二つの方法をとった。その一つは運賃を引き下げ
て貨物を集めることであり，他の一つは貨物そのものを直接に誘致すること
である。
　水島工都会社が，水島鉄道を経営していた時代は貨物営業粁程は40割増し
で，国鉄との連絡運輸の取扱は併算制であった。周知のように併算制度は国
鉄及び各地方鉄道の運賃及び発着手数料を別々に計算し合算するものである
から，地方鉄道の」営業粁程と国鉄の営業粁程が合算されないため，運賃につ
いての遠距離逓減の適用に関して荷主は不利となるわけであって，地方鉄道
が営業豊町の割増を行なっている場台はその影響は一一一　be大きい。更に発着手
数料を二重に支払うことになり荷主の負担が過重となるので，昭和27年9月
26日に運輸大臣に大貨物営業粁程割増率を3Q割増に変更する認可申請を行な
い，昭和27年11月22日に認可を受け，また同じく昭和27年9月に運輸大臣と
国鉄総裁に車扱貨物通算制の承認方を請願し，昭和27年l！月25日に承認を受：
け12月1日から実施した。
　通算制は，国鉄及び連絡私鉄と交通局線の貨物営業部程を合算して運賃率
を乗ずる制度であるから荷主は発着手数料を二重に支払う必要もなく国鉄，
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連絡私鉄，交通局線のいずれを問わず貨物が輸送きれるすべての粁程につい
て，交通局線の30割増の貨物営業粁程を含めて遠距離逓減の利点が適用きれ
るので併算制に比して荷主の負担は軽くなる。
　命毛に交通局の運賃収入額の増加をもたらすのではないが，荷主の運賃負
・担を軽減することによって，貨物輸送量の増大を図りそれによって運賃収入
額の増収をもたらすことを意図して，大貨物営業粁程を40割増から30割増に
引き下げ，併算制を通算制に改めたのである、．
　荷主の運賃負担を軽減して貨物を集める方法と同時に直接貨物そのものを
誘致する努力を払った。
　交通局が発足した当時の貨物輸送量は昭和26無度は発送が3万3，000ト
ン，到着7万8，000トン合計ll万1，000トン，昭和27年度は発送3万1，000
トン，到着7万5，000トン，合計IQ万6，000トンで，主な荷主及び貨物は，
発送が三菱重工水島製作所の三輪箪，大同コンクリートのコンクリート・パ
イル及びパイプ，水島ガスのコークス，等で到着は，日鉄鉱業所の石灰石，
広瀬鉱業所のクローム鉄鉱石，住友金属鉱山の金鉱石その他の鉱石類で，こ
れらはいずれも水冷港から海路積出されるものであった。いずれにしても，
．年間10万トン余りの貨物輸送量では赤字を黒字に変えることは出来ないの
で，当地方を通過する貨物を，水島港経由で交通局線を利用するよう輸送経
路の変更を働らきかけることと更に，水島から貨物を送り出し或は貨物を引
き取る大口の荷主となる工場を水島に誘致することが必要であった。
　水島鉄道は元来三菱重＝〔の専用鉄道であったから，地方鉄道となってから
も，三菱重工水島製作所は最有力な荷主であって，三輪車を貨車輸送してい
たのであるが，運賃採算の関係と同社がレッドパージによって解雇した従業
員の更生をかねて，次第に貨車輸送を陸送にかえ，交通局発足時の昭和27年
にぽ，名古屋及び金沢以西の木叢内の製品輸送は可成りの危険が伴なうにも
拘らず全数陸送していたから，これは交通局にとって大打撃となった、
　水鶴で陸揚もしくは積出す貨物を水島鉄道で輸送すると言う構想も当時
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は，岡山県の本格的な水島港改修事業が開始される以前のことであって，水
島港の水深が，僅かに3米ないし4米に過ぎず300トン程度の船しか入港出
来なかったから取扱貨物は当然限定された。機帆船で輸送出来る貨物に石炭
があるが，当時管内の大口石炭消費者は伯並並石蟹の小野田セメント及び倉
敷レイヨンの倉敷］：：揚であったが，いずれも三井鉱山三池鉱業所から海上輸
送を行ない，小野田セメントの場合は宇野港で陸揚げし国鉄の宇野線，山陽
線，伯備線を利用して石蟹へ輸送し，倉敷レイヨンは岡山市の旭川河口の福
島にある同社岡山工場の岸壁で陸揚げし岡山臨港鉄道で大元へ更に国鉄山陽
線で倉敷へ輸送していた。　この石炭を水島港で陸揚げし水島鉄道でそれぞれ
の目的地に輸送するには蒋主にとってそれが有利となる条件で輸送しなけれ
ば荷主の同意を得られないのは勿論であるが，あわせて従来これを輸送して
いた国鉄並びに岡山臨港鉄道の了解を得なければ実現するものではない。国
鉄としては水島港経由の場合宇野・倉敷間の運賃収入を失なうことになり，ま
た岡山臨港鉄道にとっては有力な収入源を失なうことになるから容易に了解
を得られるものではなかったが，当時の国鉄岡山鉄道管理局長は『国鉄とし
ては宇野から運んだ方が利益であるが，国家的見地からは近い所から陸揚げ
した方がよい』と好意的態度を示し，また倉敷レイヨンは岡山臨港鉄道の大
株主であったが，水島に工業基地を建設することが地域経済の発展のための
最善の方法であり，そのためには，水島鉄道と水島港を活用しこれを整備す
ることが目下の急務であるとの見地から同社の石炭の水島港陸揚げに好意的
であった。荷主や国鉄並びに岡山臨港鉄道の了解を得ても，水島港で陸揚げ
した石炭を，交通局の鉄道で輸送するには貨車を整備しなければならない。
・このために，昭和28年8月に国鉄から無蓋15トン貨車10禰の払下げを受け
た。国鉄の線路に乗り入れるには国鉄の検査を受けねばならない。当時交通
扁には貨車を新造する資金がなかったから，国鉄の巾古貨車の払下げを受
け，それを国鉄の検査に通るように改造を行なったのである。　ところが国鉄
の検査に通る貨車を「i轍が払下げたとあっては，払ドげ後改造を行なったも
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のであってもやはり間題となる。倉敷レイヨンの場合は工場が倉敷駅北側の
酒津にあるため，山陽本線を跨ぐだけであり，小野田セメントの場合は伯一
線への乗り入れであるから要するに山陽本線を利用するわけではない。伯一
線は山陽本線より許容速度がおそく，使用機関車も能力が小さく，レールの
重量も軽いので，国鉄の本線用としては使用出来ない払下貨車でも伯四線へ
の乗り入れば可能であるとの見地から，この払下貨車は国鉄全線に乗り入れ
を行なうのではなく，倉敷・石蟹閥の専用車として，乗り入れの了解を得た。
　このような経過をたどって，倉敷レイヨンと小野田セメントの石炭は交通
局が輸送することとなり昭和28年の貨車10輌の購入に引続いて，昭和29年6
月に，15トン無蓋貨車10輌を国鉄から払下げを受け，改造を行ない，昭和31
年には，1アトン無蓋貨車3輌，15トン無蓋貨車2輌を国鉄から払下げを受け
改造を行なった。
　このような努力を払った石炭輸送が交通局の貨物輸送においてどのような
意義を持っていたかを明らかにするために，交通局発足以後昭和32年までの
貨物輸送量について，単一の貨物で年間1万トン以上の大口のものを示すと
次のとおりである。
　　　　　　　大口貨物輸送量年別推移（昭和27年～32年）
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　交通局発足後から昭和32年までの杢郎口輸送量1万トン以上の犬口貨物の推
移を見ると，到着貨物は終始一貫して伯備線経由で送られてくる日鉄鉱業所
の石灰石でこれが水島港から積出されたのである。発送貨物についてみる
と，新三菱重］二水島製作所で製作されていた三輪車は昭和27年から30年まで
は，年闘1万トンを超えていたのであるが前述のように陸送によって次第に
減少し昭和31年には遂に1万トン以下となって大口貨物の中から姿を消した
のである。減少して行く三輪車に代って，前述の努力による石炭が昭和28年
から大口貨物となり若実にその輸送量を増加させて行った。そして注目すべ
き変化が昭和32年に現われたのである。即ち昭和32年になって年圃1万トン
を超える大口貨物の中に新たに塩と肥料が姿を現わした。塩は水島に誘致さ
れた備中行業組合によっτ生産されたものを同組合の野塩工場に隣接した専
売公社の倉庫から出荷されたものであり，肥料は同じく水島に誘致された日
本魚油の工場で食料油を製造した後の豆粕が出荷されるようになったもので
ある。即ち交通局の輸送貨物を増加させるために，貨物を出荷する荷主その
ものを誘致する工場誘致の努力が実をむすびこの年から誘致工場の出荷製品
が発送大口貨物の中に姿を現わすことになったのである。そこで次に貨物誘
致の寒々的手段としての水島への工場誘致従って水島二〔業地帯の造成と交通
局の役割について述べなければならない。
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